
１　はじめに－会社の経営活動とは？

　あなたは「経営学」と聞いて何を思い浮かべま

すか。それは，大きな会社の社長だけが学ぶもの

ではなく，街のスーパーの店長であっても，たと

えアルバイトをする学生であっても，学んでおい

て損はない学問であるということを，いっしょに

考えていきましょう。

　わかりやすく説明するために，皆さんのまわり

にある「会社」を例にとって考えて行きます。具

体的に会社でどんな仕事がおこなわれているかを

知る前に，会社についておさらいしておきます。

日本には「企業」と呼ばれるものがおよそ５４０万

社程度あり，そのなかに「会社」（法人企業）が

２６０万社あるといわれています。この会社の業種

別の内訳は，表１のようになります。

　最も多い業種は，①「サービス業」で全体の

２７％程度を占め，ついで②「商業（卸売業・小売

業）」が２２％と続き，③「建設業」が１６％，④

「製造業（工業）」が１３％，⑤「不動産業」が１１％

となっています。この５つだけで全体の９０％弱に

達します。皆さんにとっては，小売業や料理飲食

旅館業，サービス業といった業種が，身近な会社

として存在しているかもしれません。

　農林水産業や金融業などを除くほとんどの業種

の会社では，社会からヒト・モノ・カネなどの

「資源」を調達してきて，その形を（物理的・性

質的に）変えて，社会に商品・製品やサービスを

提供しています。社会との調達および提供は，一

般に「 市 場
し

   」と呼ばれる場を通して行われていま
じょう

す。

　それでは，会社はヒト・モノ・カネを市場でど

のように調達するのでしょうか。まず，会社が事
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《特集寄稿》

表１　日本における会社の業種

構成比（％）
業　　種

増　減平成２６年度平成２５年度

＋０.１１.２１.１農林水産業・鉱業
③０１５.９１５.９建設業
④－０.１１３.２１３.３製造業（工業）
②－０.４２２.１２２.５商業（卸売業・小売業）

０４.７４.７料理飲食旅館業
⑤＋０.１１１.１１１.０不動産業

０１.７１.７金融保険業
０３.２３.２運輸通信公益事業

①＋０.５２６.９２６.４サービス業
－０.２０.００.２その他

出典：国税庁「会社標本調査」（平成２５年度・平成２６年度）より筆者作成



業活動を行うためには，社会から資金（カネ）を

調達してこなければなりません。いくら良い事業

のアイディアがあっても，それを実現するために

はお金が必要になってきます。会社が，社会から

資金を調達することを「財務活動」といいます。

（もちろん，社会からではなく，自分で貯めたお

金や身近な人から借りたお金を開業資金に充てる

ことのほうが多いのですが，ここではおいておき

ます。）そして，資金の取引をする場を「資本市

場」（または金融市場，株式市場や証券市場）と

いいます。

　会社が調達する資金は，いずれ返済しなければ

ならないものと返済しなくてよいものに分かれま

す。銀行などの金融機関から借りたものは，いず

れ返済しなければなりません。会社に資金を貸し

てくれる人のことを「債権者」といい，債権者に

とって，会社は「債務者」となります。なお，「債

権」と「債務」は，「将来お金を受け取ることが

できる権利」と「将来お金を支払わなければなら

ない義務」といった意味です。一方，会社は「出

資者」を募って資金を調達することもあります。

出資者は，会社の事業活動にお金を投じて，その

事業が成功したあかつきには，事業活動による「も

うけ」を山分け（分配）することを期待して，企

業に資金を提供します。

　皆さんの身の回りに存在する「株式会社」では，

この出資者のことを「株主」（法律的には「社員」）

と呼んでいます。株主から集めた資金は，会社に

とって返済する必要がありません。株主が，事業

の途中で自分の投じた資金を回収しようとする場

合は，「株主としての地位」を他人に売ることに

なります。見方をかえれば，株式市場は「株主と

しての地位」を取引する場であるともいえるで

しょう。

　さて，無事に会社が資金を調達できたとしま

しょう。次に，その資金をつかってモノを調達す

ること（資金を中心に考えるとそれを運用するこ

と）になります。会社が事業を行うにあたって，

どんなモノを必要とするか（資金をどう運用する

か）は，その事業内容に依存します。まずは皆さ

んの身近な小売業（たとえばコンビニエンス・ス

トア）で考えてみることにしましょう。

　露天商でもない限りは，何らかの建物の中で，

商品を販売したりサービスを提供したりすること

になるでしょう。その際，建物を購入するか賃借

する（借りる）かは，持っている（利用可能な）

資金の総量によりますが，理解しやすいように，

購入したことにします。建物を買っただけでは，

ガランとしていて，商品を販売することはできま

せん。お客さんが買いたい商品があるかどうか確

かめられるように，商品の陳列棚も必要になるで

しょう。商品代金の受払時には，お釣りの間違い

などを無くすように，レジスターがあれば，商品

売買の記録がレシートに打ち出され，会社にとっ

てもお客さんにとっても安心できますので，レジ

スターも購入しましょう。売れ筋商品の管理や勤

務管理のためのパソコンもあるといいでしょう。

こういった事業活動に利用する様々な財（これら

を「備品」といいます）を購入することを「投資

活動」といい，財を購入する場を「購入市場」（ま

たは購買市場）といいます。

　「投資」というと，（他の会社の）株式を購入す

る「株式投資」がイメージされやすいですが，事

業活動に必要なモノを購入することを，特に「事

業投資」ということもあります。ただし，商業に

おいてお客さんに販売する商品のように，投資活

動のなかでも会社が販売するために財を購入する

ことを，とくに「仕入活動」といいます。何を社

会から仕入れてくるのかは，それこそ会社が何を

売ろうとするのかによって異なります。コンビニ

であれば多種多様な品物が陳列棚に並んでいます

し，鮮魚店（魚屋）では魚介類が，生花店（花屋）

では花が店先に並んでいます。これらは，その会

社にとって「商品」とよばれ，販売目的で仕入れ

てくるモノとなります。

　事業活動に利用される建物や備品のほかに，電

力やガス，水道といったインフラも必要となりま

す。電気がきていなければ，真っ暗な中でお客さ

んに対応しなければならなくなってしまいます。

これらも市場から購入してくることになります。

　さらに，商品を大量に販売するためには，販売

員や事務員を雇う必要もでてくるでしょう。正規
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の従業員・職員として雇うのか，非正規の従業員・

職員として雇うのかは，会社の方針によりますが，

いずれにせよ「労働力」（ヒト）を社会から調達

してくることになります。労働力が取引される場

を「労働市場」（または雇用市場）といいます。

（なお，最近では，会社の経営者としての能力が

取引の対象となる「経営者市場」ともいうべき市

場も存在しています。）従業員・職員は，自らが

もつ「労働力」を会社に対して提供し，会社から

給与・賃金といった対価を受け取ることになりま

す。なお，従業員・職員を雇用するための活動

（雇用活動）は，学生の皆さんからみれば「就職

活動」となります。皆さんも経済学部を卒業する

と，おそらく会社などに就職することになるで

しょうから，労働市場を通じて自らの労働力を会

社（もしくは社会）に提供することになります。

　私たちは，労働力を提供する労働者として会社

に関わりを持ちますが，それ以上に，会社の提供

する商品やサービスの消費者としても，会社に関

わっています。会社は，より多くのお客さんに，

自社の商品・サービスを購入してもらえるよう

に，広告宣伝等を行ったり，インターネットでの

販売などさまざまな販売手段や電子マネーやクレ

ジットカードなどの代金回収手段を利用したりし

ています。さらに，現在販売している商品とは別

の新しい商品やサービスを企画・開発することも

あるでしょう。

　消費者に商品やサービスを提供する活動は「販

売活動」といわれ，その場を「販売市場」（また

は売却市場，消費者からみれば消費市場）といい

ます。会社は，販売活動によって消費者に商品・

サービスを提供し，その対価として代金を受け取

ります。提供した商品やサービスの価値に比べる

と，受け取る代金はその価値がやや大きいはずで

す。それというのも，会社は，提供した商品・

サービスの金額に「もうけ」となる「利益」の金

額を加えた金額で，消費者に販売することになる

からです。この差額が会社にとって利益となり，

この利益をより多く生み出すことによって，出資

者や債権者から集めた資金を増加させていくこと

になります。

　上記の一連の活動を絶え間なく行っていくこと

こそ，会社を経営していくことに他なりません。

つまり，会社は，どのような業種・規模であれ，

もうけを生み出す，つまり利益獲得をめざすため

の組織であると考えられます。この性質を「営利

性」といいます。反対に，営利性を持たない組織

のことを「非営利組織」といい，これには役所の

ような行政機関や警察・消防機関などが含まれま

す。

　ここまで，商業を中心に説明をしてきましたが，

製造業（工業）であっても，会社の基本的な活動

自体にはあまり変化がありません。ただし，商業

では，外部から購入した「商品」をそのまま販売

することになるのに対して，製造業では外部から

購入した「原材料」を加工または組立てて，「製
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建物、備品【投資活動】 （証券市場） 

原材料 商品【仕入活動】 【財務活動】 株主 

債権者 

利益獲得 

【販売活動】＋販売促進，代金回収 全体としての 

「企業活動」 

消費者（売却・消費市場） 「経営活動」 

企業 

（ 経営者） 製 品 水道、ガス、電力 

労働力【雇用活動】 

【生産活動】 （労働市場） 

図１　会社における事業活動



品」を完成させて販売することになります。また，

備品だけでなく機械装置にも投資しなければなら

ないでしょうし，労働力として工員を雇用する必

要もあるでしょう。製造業において，仕入れてき

た原材料を製品として加工していく活動を「生産

活動」（または製造活動）といいます。

　ここまでの事業活動の流れを図示してみると図

１のようになるでしょう。

　

２　経営イノベーション・メジャーで学べ
　　ること
　
　それでは，これらの事業活動と経営イノベー

ション・メジャーで学ぶことのできる学問領域の

関係を明らかにしていきましょう。

　まず，会社がどのように利益をあげていこうと

するのか，つまり実現したい目標とそれを実現す

るための将来の道筋を，会社の置かれている外部

環境と会社内外の資源とを関連づけて描こうとす

ることを「経営戦略」といいますが，会社ごとの

経営戦略を考えるのが「経営戦略論」です。経営

戦略には，全社戦略・競争戦略（事業戦略）・機

能戦略といった階層レベルに分けられ，会社全体

としてどこで競争するのか，事業部としていかに

競争するのか，部門として何をすべきか，どのよ

うに他社と差別化を図るのかを考えていきます。

そして，組織としての会社をどのように管理して

いけば，会社の目標を実現できるのかを考えるの

が「経営管理総論」です。会社のなかで管理の対

象となるのは，ヒト・モノ・カネ・情報といった

資源だけに限らず，組織のあり方やビジネスモデ

ル自体もその対象とされます。とくに製造業にお

いて，生産活動をどのように管理していくのか，

製品の品質を維持・高度化させながらコスト削減

を実現するためにはどうすればよいのかを考える

のが「生産管理論」です。ヒトの管理に焦点をあ

てて，会社がどのような雇用システム・賃金シス

テムを採用しているか，どのようにしてそれが会

社の成長を牽引しているのかを考察するのが「雇

用関係論」です。

　また，これまでにわが国において，どのような

会社や経営者が，事業を興し，展開してきたのか

を歴史的な観点から考察するのが「日本経営史」

です。会社はいきなり大きな会社として誕生する

わけではなく，小さな規模からこつこつと事業活

動を続け，成長を続けてやがては皆さんの知って

いるような大きな会社となっていきます。もちろ

ん，規模の拡大を求めるだけでなく，小さいなが

らも高い専門性を備えた会社も数多く存在してい

ます。中小企業の経営を特化して固有の問題解決

に取り組むのが「中小企業論」です。さらに，会

社は利益を追求するだけでなく，社会的な存在と

して公益性も兼ね備えなければなりませんが，経

営者・従業員の倫理や会社経営上の倫理を学ぶも

のが「経営倫理」です。

　前述の会社のさまざまな事業活動に関連するも

のとしては，財務活動に関して，新製品の開発や

製造に必要な資金を調達したり，複数ある投資案

件から適当なものを選び投資を行うなどの意思決

定を下したりする，事業活動の推進を支援する資

金の調達とその使途に関わるさまざまな問題を取

り扱うのが「経営財務論」です。経営財務論では，

獲得した資金の出資者への分配方法（株主への分

配を特に「配当」といいます）などについても取

り扱っています。さらに，販売活動に関して，誰

を顧客として，いくらで，どのような商品・製

品・サービスをどこで販売するのかといったこと

を考えるのが「マーケティング論」です。

　会社が「利益」を生み出す決定的な活動が販売

活動ですが，商製品の販売によって利益がどれく

らい出たのかを明らかにすることが「企業会計総

論」で扱う「会計学」と呼ばれる学問です。会計

学は，会社に経済的な関心を持つ会社の外部の利

害関係者に対して，会計情報（たとえばどれくら

いもうけたのか）を提供する「財務会計」と，経

営者や管理職がどのように経営をしていけばよい

のかを会計情報を利用して検討する「管理会計」

に分けられます。それぞれを学ぶのが「財務会計

論」と「管理会計論」です。会社の成績表を明ら

かにするのが財務会計と考えればよいでしょう。

ただし，その成績をつけるのが経営者本人である

ため，その情報をそのまま信用してもよいのかは
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疑問が残ります。そこで会社とは独立した監査人

にチェックをしてもらい，成績表の信頼性を高め

ています。これを「監査」といいますが，その目

的や方法といったものを考えるのが「監査論」で

す。また，会計情報を含め，各種のデータを分析

し，会社経営に役立てようとする方法を学ぶ「経

営情報論」や「計算システム論」もメジャーの科

目として存在しています。

　さらに，個々の会社経営を超えて，グローバル

化の進む現代社会での産業のあり方を学ぶ「国際

産業論」や，会社と消費者との間の流通構造の変

化や流通と社会とのかかわりを，小売業を中心に

検討する「流通経営論」といった科目のほかに，

近接する学問領域としては他メジャーではあるも

のの，「国際経営論」や「国際比較経営論」，「国

際マーケティング論」なども合わせて勉強するこ

とで，より深い経営学の知識を身につけることが

できるのではないでしょうか。

　経営学・会計学のそれぞれの分野として，経営

イノベーション・メジャーで学べることを一通り

述べてきましたが，最後に「イノベーション」と

は何かについても述べておきましょう。「イノ

ベーション」は，さまざまに定義されていますが，

「新しく有用な技術，製品やサービスを生み出す

活動」ということができるでしょう。巷にあふれ，

皆さんが毎日のように利用するもの，パソコンで

もスマホでも電子レンジでも，１００年前には存在

していなかったものです。（ちなみに，電子レン

ジの歴史は結構古く，米国で１９４７年（約７０年前）

には製品化され，わが国でも１９５９年には開発され

ていたそうです。）また，すぐに食べられるイン

スタント食品の多くも，イノベーションの成果と

してこの世に登場し，わたしたちの生活に深く浸

透しています。ただし，これらのイノベーション

は自然発生するものではなく，多くの人々や会社

の研究開発や創意工夫によるものです。これまで

になかったものを新たに創造するためには，たゆ

まぬ研究開発等の努力がなされています。

　皆さんが大学生活を送っている間にも，イノ

ベーションの成果である新製品やサービスがきっ

と登場することでしょう。アイディアを形にして

製品としていくためには，いわゆる「理工的な知

識」も必要とされますが，それが世の中に普及さ

せるためには，経営学や経済学もまた，なくては

ならないものとなります。机の上で学べることだ

けが勉強だとは思っていませんが，皆さんが興味

を持ち，自分から進んで勉強してみようと思う学

問が，経営イノベーション・メジャーで見つかる

ことを祈っています。
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